
特別小特集 4. アクセス系伝送技術

光アクセス技術は，超広帯域の光ブロードバンドサービスを実現するための経済的光伝送技術として進展されてきた．
本稿では，光アクセス技術の技術動向を解説するとともに，移動体通信システムでの光アクセスの役割を紹介し，これを
支えるアクセス系伝送技術として，光伝送容量削減に向けた取組み，経済化のための PON技術適用時の低遅延化技術に
ついて述べる．また，更なる光アクセス技術の高度化に向けて，ソフトウェア技術の活用やオープン化などの取組み，
ディジタルコヒーレント技術の適用についての取組みを紹介する．
キーワード：PON，モバイルフロントホール，低遅延，ソフトウェア技術，ディジタルコヒーレント

1．は じ め に

アクセスネットワークは，通信キャリヤの局舎から家
庭やオフィスまでの間のネットワークを指す．その中で
も光ファイバを家庭まで引き込む FTTH（Fiber To
The Home）は，超広帯域の通信が可能な光ブロードバ
ンドサービスである．TV をはじめとする高精細映像
サービスの普及や，インターネットショッピング，クラ
ウドサービスなど多様なサービスの登場に加え，Wi-Fi
などの無線技術も手軽に使える環境も整い，我が国にお
いては 2,000 万をはるかに超えるユーザが FTTH サー
ビスを享受している(1)．FTTH が広く普及した要因の
一つに，PON（Passive Optical Network）技術が挙げ
られる．PON 技術は，1 本のファイバを複数のユーザ
で共有する経済的な光アクセスシステムである．現在広
く用いられている PON 技術は，総帯域がおおむね
1 Gbit/s であるが，更なる広帯域化に向けた検討が進め
られているほか，第 5 世代移動通信網（5G）をはじめ

とする次世代の移動体通信システムを支える光アクセス
技術として活用することを目的とした研究開発が活発化
している．また，様々なサービスのアクセスネットワー
クに対する要件を迅速かつ柔軟に対応するための研究開
発や，更なる広帯域化・長延化への挑戦も進められてい
る．
本稿では，2．で光アクセス技術の技術動向を，PON

技術とその標準化を中心に解説し，3．にて移動体通信
システムの動向とそれを支える光アクセス技術について
述べる．4．では，更なる将来を見据えた新しい光アク
セス技術の取組み例を紹介し，5．にてまとめる．

2．光アクセスの技術動向

本章では，主に FTTH 向けに進化してきた光アクセ
ス技術としての PON システムについてその技術概要と
標準化動向について解説する．

2.1 PON
光アクセスネットワークで最も普及しているシステム
が PON である．PON は，光信号を複数に分岐し，一
芯の光ファイバを複数ユーザで共有する．ファイバの分
岐には給電不要の受動（Passive）素子である光スプ
リッタが用いられ，経済的なネットワークを実現でき
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る．PON の構成を図 1 に示す．PON は局舎に設置され
る OLT（Optical Line Terminal）とユーザ宅に設置さ
れる ONU（Optical Network Unit），及び局舎からユー
ザ宅まで敷設された光ファイバと，光ファイバを分岐す
る光スプリッタにて構成され，一つの OLT に複数の
ONUが接続される(2)．PON 構成は，ユーザ局舎内の装
置設置スペースを小さく抑えられ，低電力化が可能とい
うメリットもある．
OLT と複数のONUが PONを用いて通信をするため

には多重技術が必要であり，時分割で伝送する TDM
（Time-Division Multiplex）技術や波長で多重する
WDM（Wavelength Division Multiplexing）技術などが
ある．現在広く用いられている PON システムでは，複
数 ONU の信号の多重には TDM 技術が使われており，
TDM-PON と呼ばれる．OLT から ONU への下り信号
と ONU から OLT への上り信号の多重にWDM技術が
用いられている．上り信号の多重では，複数のONUか
らの信号が伝送路上で衝突することのないよう制御する
TDMA（Time-Division Multiplex Access）技術が使わ
れている．ONU の上り信号の帯域割当には，固定帯域
割当と動的帯域割当の 2通りの方法がある．固定帯域割
当は ONU ごとに帯域を固定的に割り振る方法である．
この方法は，制御が簡単である一方で，通信量の少ない
ONU に対しても固定の帯域を割り当てるため，未使用

帯域が増えるという課題がある．動的帯域割当（DBA :
Dynamic Bandwidth Allocation）では，ONU からの送
信要求と，他の ONU の通信状況等を加味して，OLT
が ONUの送信タイミングとデータ量を割り当て，通知
する方法である．ONU は通知されたタイミングに割り
当てられたデータ量を送信する．この方法は，統計多重
効果として PON の総帯域を最大限有効活用できる一方
で，上り信号のOLT到達までの遅延が大きくなる．
一般的な光通信では，安定した通信を行えるよう，
データを送信していないときはアイドル信号を送信し，
常に何らかの信号を送受しているが，PONにおいては，
ONU は自身に割り当てられた時間のみ上り信号を送信
し，その他の時間は，他のONUからの信号に影響を与
えないよう光出力を止める必要がある．そのため，
ONU には，送信時に光出力を瞬時に安定させ，データ
送信後は瞬時に消光するバースト光送信機能が，OLT
には，距離差の違うONUからの光強度と位相の異なる
信号を正しく受信するため，瞬時に利得を調整して同
期・再生するバースト光受信機能を持っている．

2.2 PONの標準化動向
ここでは，PON 技術の標準化動向を紹介する(2)～(5)．
PON の標準化は，図 2 に示すように，ITU-T と IEEE
の二つの標準化団体で行われている．ITU-T では，ラ
インレートが上り 155 Mbit/s，下り 622 Mbit/s の B-
PON（Broadband PON, G.983 series），上り 1.25 Gbit/
s，下り 2.5 Gbit/s の G-PON（Gigabit-capable PON,
G.984 series），上り 2.5 Gbit/s，下り 10 Gbit/s の XG-
PON（10Gigabit-capable PON, G. 987 series）と標準化
された．また，XG-PON は NG-PON1（Next-Genera-
tion PON1）とも呼ばれおり，更にその次の標準とし
て，NG-PON2（G.989 series）が 策 定 さ れ た．NG-
PON2 では WDM が取り入れられ，送受とも 1 波長当
り 2.5 Gbit/s または 10 Gbit/s で，4 波のWDMにより，
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図 2 PON システムの標準化 ITU-T と IEEE で標準化されており，ITU-T では 40G 級の標準化が完了，IEEE では 100G 級の
標準化が開始された．

図 1 PON システムの構成 PON システムは OLT, ONU，光
ファイバ，光スプリッタから構成される．



ラインレート 40 Gbit/s までをサポートする．NG-
PON2 では，更に別の波長を占有して 1対 1 通信を実現
するWDM オーバレイも取り入れている．また，上り
下りの伝送速度が非対称だった XG-PON を上下対称の
10 Gbit/s にした XGS-PON（10Gigabit-capable Sym-
metric PON, G.9807.1）も標準化された．一方，IEEE
では，イーサネット技術をベースに標準化されており，
上り下りとも 1.25 Gbit/s の GE-PON（Gigabit Ether-
net PON, 802.3ah），上下 10 Gbit/s の 10G-EPON（10-
Gigabit Ethernet PON, 802.3av）が標準化された後，
サービスインタオペラビリティに関して SIEPON
（Service Interoperability of EPON, 1904.1）が策定され
た．現在，802.3ca として 100 Gbit/s 級の PON システ
ムに関する議論が開始された．

3．移動体通信システムへの適用

光アクセス技術は，主に FTTH 実現のための経済的
な技術として進化してきた．近年では，この光アクセス
技術を新たに，移動体通信システムに適用しようとする
動きが活発化している．本章では，移動体通信システム
の動向を簡単に解説し，そこに向けた光アクセスシステ
ムの要件について述べる．

3.1 移動体通信システムの動向
移動体通信システムは，NTT ドコモが 2010 年 12 月

に LTE（Long-Term Evolution）の商用サービスを開
始して以降，現在では LTE の発展形である LTE-Ad-
vanced のサービスを提供している．LTE-Advanced
は，移動体通信の標準化プロジェクトである 3GPP
（3rd Generation Partnership Project）が策定した Re-
lease 10 から 13 を指す．近年のスマートフォン・タブ
レットや多様なアプリケーションサービスの普及に伴い
トラヒックが大幅に急増しているが，更に 2020 年代に
は 2010 年に比べて 1,000 倍とも予測されている爆発的
なトラヒックの増加と多種多様な新規サービスの出現へ
対応する必要がある．そのため，LTE-Advanced に続
いて，2020 年以降に導入が期待される第 5 世代（5G）
方式においては，飛躍的な無線アクセスネットワークの
能力向上が求められる(6), (7)．それに対し，欧州の 5G-
PPP，中国の IMT-2020（5G）Promotion Group，韓国
の 5GForum など世界各国において 5G に関する検討が
進められている．日本においては，第 5世代モバイル推
進フォーラム（5GMF）が 2014 年に設立され，無線，
ネットワーク，アプリケーションを含めて，5G の早期
実現を図る活動を行っている．現在は，広域をカバーす
るマクロセルと，トラヒックの多いエリアにはスモール
セルをオーバレイしてスループットの向上を実現してい
るが，5G における更なる超高速・大容量無線アクセス

に向けては，より高い周波数帯の活用と，多数のアンテ
ナ素子を用いたMassive MIMO 技術の導入も期待され
ており，複数の無線システムを適材適所に配置するマル
チRAT（Radio Access Technology）構成となると想定
されている．そのため，モバイル光ネットワークは様々
なセルを収容するために，図 3に示すように RATに応
じた特性が必要となる．

3.2 モバイルバックホールとモバイルフロントホール
基地局は信号処理を行うベースバンド部（BBU :
Baseband Unit）と電波の送受信など無線信号を扱う無
線アンテナ部（RRH : Remote Radio Head）から成るが，
これらが一体となった基地局構成と，ベースバンド部と
無線アンテナ部が別々に構成され，光ファイバ等で接続
される基地局構成がある．前者をD-RAN（Distributed
Radio Access Network），後者を C-RAN（Centralized
RAN）と呼んでいる．基地局と上位のコアネットワー
クとの間はモバイルバックホール（MBH）と呼ばれる．
MBH には，安定した無線通信を行うためには基地局間
の周波数及び時刻同期が必要となる．現行システムで
は，基地局での周波数精度として 50 ppb，時刻精度と
して 500 ns が要求されている(8)．C-RAN 構成では，
BBU は局舎等に，RRH はアンテナと同じ場所に配置さ
れることが多い．BBU と RRH は光ファイバで接続さ
れ，無線信号を送受する．BBU を一つの場所に集中し
て配置するため，セル間協調送受信 CoMP（Coordi-
nated Multi-point transmission/reception）など高度な
処理を行うことが可能となる．BBU と RRH を接続す
る基地局内光リンクはモバイルフロントホール（MFH）
と呼ばれる．BBU-RRH 間のインタフェースとしては，
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図 3 モバイル光ネットワーク 様々な仕様のセルを用いたマ
ルチ RAT を収容するため，モバイル光ネットワークには，RAT
に応じた特性が必要となる．



CPRI（Common Public Radio Interface）や OBSAI
（Open Base Station Standard Initiative）がよく知られ
ている(9), (10)．これらは無線信号をディジタル化して伝
送するDRoF（Digital Radio on Fiber）技術の一つであ
る．MFH の伝送速度は，サンプリング周波数，量子化
ビット数，MIMO 数などから決定され，無線データ
レートの 10 倍以上の伝送速度が必要である．

3.3 MFHの帯域削減
前述のように，MFH の伝送速度は無線データレート

に対して 10 倍以上の伝送速度が必要であり，CPRI で
は 24 Gbit/s を超える伝送速度の規定されるまでになっ
ている．現在，光伝送に用いられる光トランシーバは，
10 Gbit/s クラスのものが多く使われているが，広く普
及した光トランシーバを活用すれば，モバイル光ネット
ワークを経済的に実現できる．現在の C-RAN 構成で
は，物理層の機能のうち RF 機能のみが RRH にある構
成になっているが，BBU と RRH の機能分割点を変え
てMFHの伝送速度を下げる議論が行われている．図 4
に基地局機能のブロック図を示す．C-RAN 構成での機
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図 4 基地局機能 基地局の分割点変更の議論が行われている．(a)に近い方が光伝送容量は小さ
くて済むが，セル間協調による無線特性劣化の抑制は難しい．

図 5 MFHの TDM-PON収容時の動的帯域割当 ONUからの帯域要求に基づいて帯域
割当を行うと遅延が大きくなるが(a)，BBU からの無線制御信号を活用すると遅延が低減
される(b)．



能分割点は(e)である．一般に RRH 側に機能を増やす
と光伝送帯域の削減効果が大きいが，C-RAN 構成の特
長であったセル間協調などが難しくなり，干渉による無
線スループットの低下を抑制することが難しくなる．ま
た，遅延に関しての要求も変わってくる．LTE では，
誤り訂正手法として，HARQ（Hybrid Automatic Re-
peat reQuest）による再送制御が用いられており，その
応答時間を 8 ms 以下に規定している．この時間には無
線物理層や無線MAC 層での処理時間も含まれるため，
光伝送に用いることのできる時間（伝送遅延＋処理遅
延）は制限される．

3.4 モバイル向け光アクセス技術
現行の CPRI では，無線トラヒックがなくても常に
DRoF 信号を伝送しているが，基地局機能の分割点が変
更になると，MFH は，無線トラヒックに応じたトラ
ヒックとなり，複数回線の多重による統計多重効果も期
待できる．TDM-PON は統計多重効果を活用できるシ
ステムであるため，そこで，基地局機能の分割点変更を
前提として，MFH に TDM-PON を適用する検討が行
われている(11), (12)．MFHに TDM-PON を適用する上で
の大きな課題は 2.1で述べたように，上りトラヒックの
遅延である（図 5(a)）．この遅延は帯域割当のための制
御遅延が大きな割合を占める．このような上りトラヒッ
クのスケジューリングは，無線システムにおいて，
BBU と端末の間でも無線リソース情報を通じて行われ
ている．この無線リソース情報を端末だけでなく BBU-
OLT 間の連携 IF を介して OLT にも通知することで，
OLTは ONUからの帯域要求がなくてもONUに対する

帯域割当計算を実施することができる（図 5(b)）．これ
により，帯域割当の処理遅延を大幅に減らすことがで
き，100 µs 以下の遅延を実現できる(13), (14)．
基地局の機能分割点に関しては，光伝送容量の削減と

セル間協調による無線特性向上とのトレードオフとな
る．この両立を目指した検討も行われている(15), (16)．本
検討では，特に難しい上りのセル間協調において，図 4
における(c)で分割することとし，復調後の信号の確か
らしさを示す LLR（Log Likelihood Ratio）を量子化し
て送信することで，BBU において LLR 合成することで
セル間協調を実現する．
MBH に関しては，時刻同期に対する取組みがある．

時刻同期には GPS が広く用いられているが，GPS アン
テナの設置場所の確保が困難などの理由により，ネット
ワークを介した同期が期待されており，PTP（Preci-
sion Time Protocol）と SyncE（Synchronous Ethernet）
を組み合わせた高精度の時刻同期システムの検討が行わ
れている(17)．

4．将来光アクセス技術

ここでは，更に将来の光アクセスシステムに向けた技
術についての研究開発の動向について述べる．

4.1 柔軟な光アクセス技術
TDM-PON を移動体通信向けに適用する事例を述べ

たように，今後，光アクセス技術は様々なサービス要求
に柔軟に対応できるシステムとしていく必要がある．現
在の光アクセスシステムは，それぞれのアクセス方式に
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図 6 物理層のソフトウェア化 物理層の機能をソフトウェアで実現し，汎用
サーバを用いて 10 Gbit/s の処理を実現している．



応じて専用のハードウェア，ファームウェアを用いてい
るため，迅速な機能追加や変更による新しいサービスへ
の対応が困難となっている．そこで，機能を部品化し，
それらを自由に組み合わせることによって，様々なサー
ビスに対応するシステムを柔軟かつ経済的に実現しよう
という試みも登場している(18)．また，光アクセスシス
テムをオープン化する動きも活発化している．例えば，
OCP（Open Compute Project）のテレコムワーキング
グループ（OCP Telecos）では，Open GPON や Open
XGPON を仕様化する活動を行っている．また，ON.
Lab における CORD（Central Office Re-architected as
a Datacenter）プロジェクトでは，PON の仮想化と
オープンソフトウェア開発を行っている．更に，より挑
戦的な取組みとして，物理層の信号処理を汎用のハード
ウェア上のソフトウェアで実現する検討も行われている
（図 6）(19)．

4.2 大容量化技術
更なる大容量化を目指した取組みも活発である．2.2
で述べたように，IEEE ではラインレート 100 Gbit/s を
実現する PON を目指すタスクフォースが発足してお
り，ONU が複数の波長を同時に使用することが検討さ
れている．また，コアネットワークにおける大容量化技
術であるディジタルコヒーレント技術をアクセスネット
ワークに適用しようとする検討も行われている．TDM-
PON に適用する場合には，光強度の異なるバースト信
号を受信する必要があるが，バースト対応の光アンプの
検討により，20 dB 以上の対応が可能であると示した例
もある(20)．また，アクセスネットワークへの適用に向
け，経済的なディジタルコヒーレント通信を実現する技
術についての検討も始まっており，インジェクション
ロッキング技術を活用して，光部品数削減に向けた研究
開発も行われている(21)．

5．ま と め

光アクセス技術は，主に FTTH サービス実現のため
に研究開発され，光ブロードバンドを実現する足回りと
して根付いてきた．今後は，移動体通信をはじめとする
様々なサービスに柔軟に適応するアクセスネットワーク
実現に向け研究開発が行われていくであろう．
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